
 
 
 
 

平成２６年度の証券化対象不動産の取得額は５．５兆円（前年度比約１．２５倍） 

～平成２６年度 不動産証券化の実態調査～ 
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資産額（10億円） 件数

証券化された資産額

証券化の対象不動産の取得実績の推移

（年度）

平成２６年度中に不動産証券化の対象として取得された不動産及びその信託

受益権の資産額は、５兆５，１２８億円（前年度比プラス 25.5％）、5 年連続

の増加となりました。リートや GK-TK スキーム等による取得額が、それぞれ

約 2 兆円と高水準であったことが大きく影響しています。 

<問い合わせ先> 
国土交通省 土地･建設産業局 不動産市場整備課 
  企画専門官 渡辺 春彦（内線：３０－２３２）

  係長    山田 裕子（内線：３０－２４４）

  代表    ０３－５２５３－８１１１ 
  直通    ０３－５２５３－８３７５ 
  ＦＡＸ   ０３－５２５３－１５７９ 

○別紙 
 平成 26 年度不動産証券化の実態調査の結果 
  １．不動産証券化の市場規模 
  ２．スキーム別の実績 
  ３．不動産の用途別実績 
  ４．都道府県別実績 

参考情報．開発型証券化、証券化された不動産の概

算資産額（ストックベース、スキーム別） 
○参考資料 
 不動産証券化手法の概要 

平 成 ２ ７ 年 ５ 月 ２ ９ 日 
土地･建設産業局 不動産市場整備課 

注釈は別紙の図表１をご参照ください 

件数 



（別紙）  「平成 26年度不動産証券化の実態調査の結果」 

１． 不動産証券化の市場規模 

    不動産証券化の対象として取得された資産額  平成 26 年度は約 5.5 兆円 

 

平成 26 年度中に不動産証券化の対象として取得された（証券化ビークル等が取得した）不動産又

はその信託受益権の資産額は約 5.5 兆円、件数は 1,232 件となった。このうち、証券化ビークル等

から取得されたものは約 3.7 兆円であった。また、証券化ビークル等が譲渡した資産額は約 7.3 兆

円であった。 

図 表 １  証 券 化 の 対 象 不 動 産 の 取 得 ・ 譲 渡 実 績 の 推 移  
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注 1:平成 22年度調査以降は、不動産証券化のビークル等（リート、特定目的会社、GK-TK スキーム等における GK等及び

不動産特定共同事業者をいう。以下「証券化ビークル等」という。）が取得・譲渡した不動産及び不動産信託受益権

の資産額を調査している。リートには非上場の投資法人を含む。 

注 2:平成 22年度調査以降の取得・譲渡件数は、証券化ビークル等が取得・譲渡した不動産及び不動産信託受益権の件数

である。但し、特定目的会社の実物不動産分は取得・譲渡件数に含めていない。 

注 3: リートの取得額は匿名組合出資分等（平成 22年度約 150 億円、平成 23年度約 30億円、平成 24年度約 30億円、平

成 25年度約 100 億円、平成 26年度約 26億円）、を含まない。 

注 4:平成 15年度調査から平成 21年度調査までの資産額には資産の取得・譲渡を伴わないリファイナンスを含む。 

注 5:内訳については四捨五入をしているため総額とは一致しないことがある。 
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２． スキーム別の実績 

 

平成26年度に取得された資産額では、GK-TKスキーム等が2兆 950億円で全体の約38％を占めた。

次いでリートが 2兆 800 億円、特定目的会社（以下 TMK）が 1兆 2,040 億円となった。 

平成 26年度に譲渡された資産額では、TMKがもっとも多く、4兆 4,190 億円となった。 

 

図表２－１ スキーム別 証券化の対象となる不動産の取得・譲渡実績 

 
  

  

平成 26 年度分 (10 億円） 

実物 信託受益権 計 

取
得 

リ  ー  ト 113 1,967 2,080 

不動産特定共同事業 134 - 134 

TMK 391 813 1,204 

GK-TK スキーム等 - 2,095 2,095 

計 638 4,875 5,513 

譲
渡 

リ  ー  ト 40 141 181 

不動産特定共同事業 154 - 154 

TMK 2,512 1,907 4,419 

GK-TK スキーム等 - 2,535 2,535 

計 2,707 4,583 7,290 
 注 1:四捨五入をしているため合計額が一致しないことがある。 

注 2:不動産特定共同事業において、取得した実物とは、平成 26年度中に新たに締結された不動産特定共同事業契約に供された実物不
動産を、また、譲渡した実物とは、平成 26年度中に終了した不動産特定共同事業契約に供されていた実物不動産をいう。 

 

図表２－２ スキーム別 証券化の対象となる不動産の取得・譲渡実績の推移 
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注釈については図表１を参照 
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３． 不動産の用途別実績 

 

平成26年度に取得された資産額の割合を用途別にみると、オフィスが全体の45.5％、次いで住宅が15.

3％、商業施設が14.8％、倉庫が10.7％などとなった。平成26年度より追加したヘルスケアは2.3％であった。 

 
図表３－１ 用途別 証券化の対象となる不動産の取得実績の推移 

 
 

図表３－２ 用途別 証券化の対象となる不動産の取得実績の推移（用途別資産額の割合） 
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注 1: 「その他」に含まれるものは以下のとおり。 

・平成 23年度以前は、オフィス、住宅、商業施設、倉庫以外の用途のもの。 

・平成 24～25年度は、オフィス、住宅、商業施設、倉庫、ホテル・旅館、複合施設以外の用途のもの。 

・平成 26年度は、オフィス、住宅、商業施設、倉庫、ホテル・旅館、ヘルスケア、複合施設以外の用途のもの(駐車場、研修所等)。 

注 2: 平成 13年度以降は、TMKの実物不動産分は内訳が不明のため含まない。 

注 3: 平成 24年度は、用途に「複合施設」を新設した。なお、用途が複数ある場合は、全体床面積の 80％程度以上を占める一の用途が

ある場合にはその用途を、それ以外の場合には「複合施設」としている。 
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４．都道府県別の実績 

 証券化ビークル等が取得した件数を物件の所在地別でみると、東京都 565 件、大阪府 126 件、神奈川県

110 件、愛知県 71 件、千葉県 59 件、埼玉県 47 県、福岡県 45 件の順となった。 

 

図表４ 都道府県別の取得実績（件数） 

 

  平成20年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

東京都 255 (52%) 170 (53%) 342 (66%) 338 (59%) 328 (48%) 514 (52%) 565 (46%) 

東京都以外 236 (48%) 151 (47%) 176 (34%) 237 (41%) 357 (52%) 477 (48%) 667 (54%) 

大阪府 43 27 36 46 65 99 126 

神奈川県 25 13 32 30 43 80 110 

愛知県 27 22 11 23 35 37 71 

千葉県 15 13 15 30 33 52 59 

埼玉県 22 8 14 9 29 25 47 

福岡県 18 13 6 13 16 33 45 

その他地域 86 55 62 86 136 151 209 

 

注 1: TMKの実物不動産分は内訳が不明のため含まない。 

注 2:「その他の地域」には、複数の不動産を一括して取得し、所在地が複数にわたる物件も含まれる。 

注 3: カッコ内は、全国の取引件数に占める割合。 
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参考情報． 開発型証券化、証券化された不動産の概算資産額（ストックベース、スキーム別） 

① 開発型証券化の実績 

不動産の開発資金を証券化により調達する、いわゆる開発型の証券化については、アンケート調査で確認

できた結果では、平成26年度は16件、約600億円となった。 

 

図表５ 開発型証券化の実績  

年度 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

件数 44 76 84 123 177 184 153 53 23 28 36 30 15 16 

金額（10 億円） 290 400 550 570 640 720 790 290 70 130 150 190 88 60 

  

 

② 証券化された不動産の概算資産額（ストックベース、スキーム別） 

証券化されている不動産の推計可能な直近の概算資産額は、Jリートが約12兆円、不動産特定共同事業

が約0.4兆円、TMKが約8.8兆円、GK-TKスキーム等が約7.9兆円となった。 

 

図表６ スキーム別 不動産証券化の実績（ストックベース） 

 資産額（10 億円） 備考 

J リート 12,334 
平成 27 年 5 月時点を基準として、それ以前の直近の決算期末

における合計値 

不動産特定共同事業 410 平成 27 年 3 月時点 

TMK 8,842 
平成 25 年 9 月時点を基準として、それ以前に終了した事業年

度に係る事業報告書を集計 

GK-TK スキーム等 7,969 平成 26 年 3 月時点 

 

 

＜集計方法＞ 

◇証券化の対象となる不動産の取得・譲渡実績（フローベース） 

リート、不動産特定共同事業、TMK（一部推計）の実績に、信託銀行が把握する不動産信託受益権の取得・譲渡実績を加えた。 

・ リート                ・・・不動産市場整備課調べ 

・ 不動産特定共同事業           ・・・不動産市場整備課調べ 

・ TMK                  ・・・不動産市場整備課調べ（一部推計） 

- 資産流動化計画（金融庁）及び「金融庁の一年」（金融庁）を基に推計。 

・ GK-TK スキーム等                  ・・・不動産市場整備課調べ 

 

◇証券化された不動産の概算資産額（ストックベース） 

 J リート、不動産特定共同事業、TMK の資産額に、GK-TK スキーム等の資産額（推計）を加えた。 

・ J リート              ・・・不動産市場整備課調べ 

- 一般社団法人不動産証券化協会（ＡＲＥＳ）の公表資料より集計。 

・ 不動産特定共同事業                   ・・・不動産市場整備課調べ 

・ TMK           ・・・「金融庁の一年」（金融庁）より 

・ GK-TK スキーム等         ・・・不動産市場整備課調べ 

- 「ファンドモニタリング調査の集計結果について」（金融庁）を基に推計。 

注:Jリートは非上場の不動産投資法人を含まない。 

注:金額は概数。TMKの実物不動産分は内訳が不明のため含まない。  

 



 

参考資料 


